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要 旨

限りある保全リソースで，生物多様性を効率的・効果的に保全するには，保全事業の有効性
を十分に理解しておく必要がある．本研究では，沖縄島北部のマングース駆除事業を例題とし
て，フイリマングース（Herpestes auropunctatus）による脅威と，陸生脊椎動物（254種）の保全優
先地域の空間的一致性を検証した．脊椎動物種（哺乳類 29種，鳥類 155種，爬虫類 47種，両生
類 23種）の潜在分布地図を用いて，除去規則に基づく空間的優先順位付け分析を行い，分類群
ごとの保全優先地域を明らかにした．捕獲罠によるマングース捕獲情報（2000年から 2009年）
に基づき，マングースの分布確率の時空間動態を階層ベイズモデルによって推定した．当該地
域の駆除事業は，各分類群の保全優先地域におけるマングースの分布確率を低下させた．一
方，保全優先地域とマングースの分布確率の空間的一致性には，分類群間で違いが見られた．
また，保全優先地域の一部では分布確率が上昇しており，駆除の継続が必要であることが明ら
かになった．今後は，生物多様性の空間情報を積極的に活用し，他の保全事業との相乗効果や
経済的コンフリクトを考慮した上で，保全アクションの戦略的適用を検討していく必要がある．

キーワード：階層ベイズモデル，空間的保全優先順位付け，除去規則，マングース
（Herpestes auropunctatus）．

1. はじめに

生物多様性損失の防止は，地域から世界規模で取り組むべき重大な課題である（MEA, 2005;
CBD, 2011）．投資可能な保全リソース（予算や空間）には限りがあるため，生物多様性保全では
社会経済的な負担（コスト）に対する効率を考慮する必要がある（Weitzman, 1998）．制約条件
下での保全効果の最大化問題に対処すべく，この 20年でシステム化保全計画法が概念的・方
法論的に急速に発展してきた（Margules and Sarkar, 2007; Kukkala and Moilanen, 2013; 久保
田 他, 2017）．その中でも，“空間的保全優先順位付け”は，保全計画における保護区設置の空
間デザインを構築する上での必須ツールになりつつある（Moilanen et al., 2009）．空間的保全
優先順位付けは，生物多様性の空間情報を用いて，場所間の相補性を考慮しつつ保全優先地域
を特定する（Moilanen et al., 2009）．一方で，たとえ保全優先地域内であっても，その中の生
物多様性の存続可能性を脅かす様々な要因が存在するため（Cattarino et al., 2015），そのよう
な脅威を特定して除去・軽減をする保全努力も重要になる（Auerbach et al., 2015）．
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侵略的外来種は生物多様性の存続にとって重大な脅威の一つである（Bellard et al., 2016）．
このため，外来種の駆除は，在来の種または潜在的な生物多様性の存続可能性を改善する有効手
段である（Jones et al., 2016）．しかし，外来種の駆除事業には膨大な費用と労力が伴うことが
一般的なので（Moore et al., 2011），駆除による生物多様性保全効果と他の保全活動との予算的
なコンフリクトを考慮して，効果的かつ効率的な努力配分を検討する必要がある（Carwardine
et al., 2012）．外来種駆除の生物多様性保全効果は，駆除によってどの程度生物多様性の存続性
が改善されたかによって評価される（Carwardine et al., 2008）．したがって，在来の生物多様
性に対する脅威である外来種個体群の時空間動態と保全優先地域の空間的な一致性を分析する
ことは，外来種駆除事業の保全効果を評価する有効な方法であり，緊急性に基づく保全意思決
定に役立つ情報を提供できる（Dawson et al., 2015）．
琉球列島は，日本列島とともに世界的な生物多様性ホットスポットの一つとして知られる

（Mittermeier et al., 2011）．琉球列島の中でも，沖縄島北部（通称ヤンバル）の森林は多くの固
有動植物が生息しており，保全上の重要地域となっている（Itô, 1997）．沖縄島では，1910年に
南部に移入されたフイリマングース（Herpestes auropunctatus；以下，マングース）の分布範囲
が拡大し，近年では北部地域の生物多様性保全の脅威となっている（Barun et al., 2011）．この
脅威を緩和あるいは除去するために，環境省と沖縄県では，2000年から捕獲罠と捕殺罠による
マングース駆除事業を継続して行っている．駆除努力量や捕獲（殺）量の時空間データが蓄積さ
れ，マングース個体群の動態解析が実施されているが，それらと保全優先地域の空間的一致性
については検証されていない．
本研究では，沖縄島北部（ヤンバル）において，在来の陸生脊椎動物の保全優先地域と，マン

グースの駆除努力および駆除成果の空間的一致性を分析する．そのために，1）陸生脊椎動物
（254種）の空間分布データを用いて，分類群ごとの保全優先地域を，空間的保全優先順位付け
アルゴリズムを使って解析する；2）捕獲情報から推定したマングース分布確率の時空間分布
と，各分類群の保全優先地域の空間的一致性を解析する．それによって，過去のマングース駆
除事業の実効性を生物多様性保全の観点から評価し，今後の課題を特定する．

2. データと方法

2.1 生物多様性空間分布データ
既存の生物分布情報（環境省 http://www.biodic.go.jp/）から，沖縄県に生息する陸生脊椎動
物の出現情報を抽出した：哺乳類（29種），鳥類（155種），爬虫類（47種），両生類（23種）．種ご
との出現記録と環境要因（気候，地形，土壌）を用いて，Maxent ver. 3.3.3（Phillips et al., 2006）
による種分布モデルを行い，種ごとの日本国内での潜在分布地図を 1 km × 1 km解像度で整備
した（Kubota et al., 2015; Lehtomäki et al., 2019）．

2.2 空間的保全優先順位付け
空間的保全優先順位付けには，ZONATIONソフトウェア（バージョン 4.0; Moilanen et al.,

2014）を用いた．ZONATIONのアルゴリズムでは，対象地域を，任意の大きさの保全ユニット
（グリッドセル）に区分する．そして，生物種の分布情報（在不在情報や，分布確率，個体数な
ど）を使って，各セルを保護しない場合の生物多様性の損失を計算する．景観全体を保護する
という状態から開始し，生物多様性損失が最も小さいサイトから逐次的に除去していくこと
で，対象地域内での保全優先度の順位付けが生成される．生物分布情報に基づいて生物多様性
損失を計算する関数は “除去規則”と呼ばれる．ZONATIONにはいくつかの除去規則が実装さ
れているが，代表的なものの一つは Core-Area Zonation（CAZ）である．CAZでは，セル iにお
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ける生物多様性損失 δi は以下のように定義される（Moilanen, 2007）：

(2.1) δi = maxj
qijwj

ci

ここで，qij は，種 j の残存分布範囲に対するサイト iの相対分布割合である．すなわち，サイ
ト iに出現する種の中で，最も残存分布範囲の狭い種の値がサイトの代表値として選択される．
このため，CAZは希少種や局在種を重視したアルゴリズムと言われる．なお，サイトを保護す
るのに必要な社会経済コスト（ci）や，種の保全上の重み（wj）も明示的に組み込むことができる．
本研究では，沖縄県全域の 1 km×1 kmグリッドセルの種分布情報（Maxentの推定値）を用い
て，分類群ごとの CAZ分析を行った．優先順位付けにおける種の重み（wj）は，Pouzols et al.
（2014）に従い，環境省の 2012年度版レッドリストに基づいて定義した（LC = 1; NT = 2; VU
= 4; EN = 6; CR = 8; DD = 2）．保全コストは全サイトで共通と仮定した（Ci = 1, ∀i）．
人間の生活エリア（居住区，畑地等）が保全優先地域として選択されるのを避けるために，各
サイトの生息地条件を CAZ分析に組み込んだ．生息地条件の指標として，人口，交通網，土
地利用の情報から，人為活動指数（HII: Human Influence Index; Sanderson et al., 2003）を計算
し，0～1の範囲に正規化した（0 = 生息地が完全に改変されている；1 = 生息地が完全に残っ
ている）．この生息地条件情報は，以下の手順で空間的優先順位付け分析に組み込まれる．種
ごとのオリジナルの分布情報 Oij を 0～1に正規化する（Nij = Oij/

∑
i
Oij）．規準化した種の

分布 Nij を，サイト iの生息条件 Hi で重みづけする（Nij(conditional) = Nij ∗ Hi）．この処理
によって，より完全性の高い生息場所の保全優先度が高く評価されることになる．
これらの設定の元，沖縄県レベルで分類群ごとに CAZ 分析を行い，県内の保全優先順位
を 1 km × 1 kmグリッドセルレベルで生成した．尚，本研究では，県内の保全優先順位が上位
17%（愛知目標に対応；CBD, 2011）のグリッドセルを保全優先地域と定義した．

2.3 マングースの分布確率の時空間情報
マングースの分布確率の時空間情報は，久保田・南木（2011）の推定結果を用いた．解析の元

データは，沖縄県及び環境省が 2000年 10月から 2009年 3月に行った，かご罠（16506地点）に
よるマングース捕獲情報である．一つのかご罠で捕獲できるマングースは一度につき一頭で，
捕獲の有無は毎日確認される．久保田・南木（2011）は，200 m × 200 mメッシュレベルでのマ
ングース分布確率動態を，パッチ占有モデル（Royle and Dorazio, 2008）の枠組みに基づき，潜
在的な捕獲率を考慮した階層ベイズモデルで以下のように定式化した．各時点 tの罠 iにおけ
る捕獲頭数（Yit）は，罠の稼働日数 Jit を試行回数とし，マングースの在/不在（zit）と捕獲率 p

の積を成功確率とする二項分布に従うと仮定する．

(2.2) Yit ∼ Binomial(Jit, zitp)

マングースの在/不在 zit は，分布確率 ψit を持つベルヌーイ分布に従うと仮定する．

(2.3) zit ∼ Bernoulli(ψit)

分布確率 ψit のロジットは，時点 tにおける移入率（at）と，時点 t − 1 から tへの生存率（bt)，
それぞれに対する場所 iの環境要因 n（x(n)

i ）の効果（b1
nt，b2

nt），空間自己相関項（ρi）の線形結合
で表される．

(2.4) logit(ψit) = at + btzi,t−1 + β
1(n)
t x

(n)
i + β

2(n)
t x

(n)
i zit−1 + ρi

移入率と生存率に影響する環境要因として，各 200 mメッシュ内の林道密度，森林面積，標高
を考慮した．また，移入率と生存率に関わるパラメータは，前年度の値に依存してランダム
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ウォークすると仮定する．

(2.5) at ∼ Normal(at−1, σ2
a)

(2.6) bt ∼ Normal(bt−1, σ2
b )

(2.7) β
1(n)
t ∼ Normal(β1(n)

t−1 , σ2
β1n)

(2.8) β
2(n)
t ∼ Normal(β2(n)

t−1 , σ2
β2n)

なお，事業開始時点（t = 1）については，これらのパラメータは，平均 0，標準偏差 1000の正
規分布に従うと仮定する（無情報事前分布）．また，σは分散パラメータであり，それぞれ平均
0.01，標準偏差 100のガンマ分布に従うと仮定する．空間自己相関項 ρi は，地点 iの近傍の分
布確率が与えられた際の条件付き分布確率として与える（Latimer et al., 2006）．パラメータの
事後分布は，WinBUGS1.43（Lunn et al., 2000）によるマルコフ連鎖モンテカルロ（MCMC）法
で推定した．3つの独立した MCMC計算をそれぞれ 30000ステップ行った．20000回までの
ステップはバーンインとして除き，残りのステップを 10ステップ間隔でサンプリングし，合
計 3000個の事後分布推定値を得た．前述の保全優先地域の分析結果と規格を統一するために，
推定分布確率は，年毎に，1 km × 1 kmメッシュレベルに集約（平均化）した．

2.4 保全優先地域とマングース脅威の関係
CAZ分析で特定した保全優先地域と，各年の罠の積算稼働時間，及びマングースの推定分布
確率の関係をグラフ化し，各分類群の保全優先地域と脅威及び駆除努力の空間的な一致性を調
べた．さらに，期間全体での生物多様性保全効果を明らかにするために，期間初期（2001年）と
最終年（2009年）のマングース推定分布確率の差をセルごとに計算した．そして，推定分布確
率の増減パターンの地理的分布，及び分類群を統合した保全優先度との関係性を検証した．な
お，分類群統合の保全優先度は，分類群ごとの CAZ分析で求めた相対優先順位（0～1の連続
値）の合計値として定義した．

3. 結果

保全優先地域の空間的な分布パターンは分類群によって違いが見られた（図 1）：両生類と爬
虫類の保全優先地域は，海岸から内陸にかけて散在していた；鳥類では，ヤンバル全体が保全
優先地域であった；哺乳類では，ヤンバル南部と北西部に保全優先地域の大きなパッチがみら
れる．マングース捕獲努力量（罠の積算稼働時間）には時空間的に偏りが見られた（図 2）：事業
初期は南西部に努力量が集中していたが，後期には南部から中央部を広くカバーするように
なった．捕獲情報に基づく推定分布確率は，南側で高く，北側で低かった（図 2）．分布確率は，
事業開始後緩やかに増加していたが，2007年以降には分布確率の顕著な低下が見られた．
罠の積算稼働時間は，両生類，爬虫類，哺乳類では事業初期に保全優先地域外で長かった（図

3）．期間全体を通して，両生類の保全優先地域内外でマングースの分布確率にほとんど差はな
かった．爬虫類では，マングースの分布確率は，保全優先地域外でやや高かった．哺乳類では，
保全優先地域内外でマングースの分布確率の差が大きく，優先地域内で分布確率が低かった．
2009年と 2000年の分布確率を比較すると，ヤンバル中南部のほとんどの場所において，マン
グースの分布確率は低下した（図 4）．一方で，開始時には分布確率の低かった場所では，わず
かではあるが分布確率の上昇が見られた．そのような場所は，ほとんどが北部地域で，保全優
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図 1．分類群ごとの保全優先地域の分布．

先度が高い地域も含まれていた．

4. 考察

既存の統計数理手法を組み合わせて，実際上の問題を議論することは統計数理の社会還元と
いう観点から見て重要である．本研究では，2つの既存手法（状態空間モデルによる外来種分布
の時空間推定と，最適化アルゴリズムによる生物多様性保全重要地域を特定）によって，沖縄
島北部のマングース分布の時空間動態と，陸生脊椎群集の保全優先地域との空間的一致性を検
証し，保全実務的に重要かつ新規的な結果を提示した．具体的には，全ての分類群の保全優先
地域内において，マングースの分布確率は平均的には低下しており，駆除事業が生物多様性の
存続可能性の改善に貢献していることが示された．一方で，マングースの分布確率と保全優先
地域との空間的一致性は分類群によって異なっており，これまでの駆除事業がもたらした保全
効果には分類群間で格差があることも明らかになった．
本研究で取り上げた 4つの脊椎動物群は，マングースとの相互作用（捕食や競争）によって，

潜在的に存続可能性が脅かされる分類群である（Hays and Conant, 2007）．ヤンバル地域にお
ける先行研究で，既に各分類群への被害（食害）が報告されている（小倉 他, 2002）．一方で，種
分布データの不足のため，分類群ごとの多様性パターンとマングースの分布の関係は，これま
でに検証されてこなかった．本研究では，対象分類群の全種を網羅した種分布情報を用いて保
全優先地域の空間分布を明らかにし，マングース駆除努力の各分類群に対する保全効果を明ら
かにした．2000年から 2009年に実施された駆除事業では，開始時点で脅威に曝されていた保
全優先地域（特に両生類と爬虫類）で効果的にマングースの分布確率を低下させた．鳥類にとっ
ては，ヤンバル全域が県レベルでの保全優先地域であるため，マングースの駆除努力は，県レ
ベルでの生物多様性保全にも効果的であったと言える．哺乳類の保全優先地域では，期間中の
マングース分布確率は低かったが，期間終了時に僅かながら分布確率が上昇する場所もあっ
た．この結果は，保全優先地域における将来的な脅威を示唆している．マングースの脅威を未
然に防ぐためにも，生物多様性保全優先度マップに基づく駆除努力の最適空間配分が検討され
るべきである．
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図 3．保全優先地域内外における罠稼働時間（棒）とマングースの推定分布確率（折れ線）．

図 4．保全優先度とマングース分布確率の関係．（左）駆除開始時点（2001年）に比べて分布確
率が減少した場所を白，増加した場所を黒で示した；（右）駆除開始時（2001年）と比べ
て，分布確率が上昇した地域の分布．

現在の駆除事業の方針としては，ヤンバル地域を 8つの管理区域に分け，各場所のマングー
ス個体群密度に照らして保全アクション（捕獲や捕殺による低密度化，残存個体の探索，モニ
タリング）が決定される．マングース個体群の空間分布情報は，事業の実現可能性の評価や経
済効率の向上に必須の情報をもたらす（Fukasawa et al., 2013）．一方で，駆除の究極目的は在
来の生物多様性の存続可能性の改善なので，生物多様性の空間情報を積極的に取り入れること
で，より効率的かつ有効な保全アクションの意思決定が可能になる（Dawson et al., 2015）．本
研究で提示した生物多様性空間情報に基づく保全優先順位づけは，各管理ユニットにおけるア
クションの緊急性評価に役立つだろう．一方，本研究の解析は，現状の生物分布データの空間
解像度の制約により，1 km ×1 kmレベルの生物多様性情報に基づいている．管理区域のサイズ
（16.9～52.9 km2）を考慮すると，このように粗い空間解像度は管理区域内での保全アクション
分析には不適かもしれない（Di Marco et al., 2017）．管理区域内での詳細な保全意思決定を支
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援するためには，生物分布情報を拡充し，生物多様性地図の空間解像度を向上させる努力が必
要である．
戦略的な保全事業の計画と実施には，明確かつ実現可能な数値目標が不可欠である（Shields

et al., 2002）．沖縄島北部のマングース駆除事業では，「固有の生物相を有し，多くの希少種の
生息地であるヤンバル地域の生態系を回復し，安定した状態で保全すること」を目的とし，2017
年度から 2026年度までの 10年間で，北部地域からマングースを完全排除することを目標とし
ている．一般的には，対象面積が大きくなるほど，侵略種の個体群間の移動を完全に断ち切る
のが困難になるため，完全排除の可能性は低くなる（Barun et al., 2011）．沖縄県では，2005年
から 2006年にかけて，ヤンバル南部に島を横断するようにマングース防除柵を設置し，北部
地域へのマングースの移入を制限している．実際に，マングースの分布確率は 2007年付近か
ら低下しており，移入制限と捕獲努力が相乗的にマングースの脅威を緩和したことを示してい
る．一方で，北部地域での分布確率の微小な増加は，偶発的に起こるマングースの移入分散を
完全に食い止めることの困難さを示唆している．そのような場所では，保全優先地域へのマン
グースの侵入を未然に防ぐための予防的措置（例：モニタリングの強化，捕獲罠の重点配備な
ど）が必要であろう．
国や県として保全に投資できるリソース（予算）は限られているので，他の潜在的な保全アク

ション（例：生物分布データの拡充；保護区設置，希少種の保全など）とのバランスも重要であ
る（Cattarino et al., 2015）．既存研究において，保全アクション間の保全効果の相乗性と経済
的なコンフリクト（例えば，外来種駆除への投資が，希少種の保全効果にどの程度貢献し，予算
配分的に競合するか）を考慮することにより，全体の保全効率が大きく改善されることが知ら
れている（Carwardine et al., 2012; Adams et al., 2014）．実際，沖縄県では，保護区による経済
活動の規制強化（Kusumoto et al., 2017）や，生態リスクに考慮した森林利用の実施（Maeshiro
et al., 2013; Kusumoto et al., 2016），希少種の保全増殖事業（環境省, 2015a; 2015b），生物分布
情報の拡充（http://www.biodiversity.okinawa/）など，様々な保全タスクが掲げられている．こ
れらの保全事業は国や県が協調分担しつつも，個別的に行われているのが現状である．今後
は，生物多様性保全を大局的な目標として，様々な保全アクションのコストと保全による利益
（ベネフィット）を定量し，いつ，どこに，どのような保全アクションを適用するかについて，
個別的な保全事業の優先順位付けを分析する必要がある．

5. 結論

空間的保全優先地域の順位付け分析と，外来種による脅威の空間明示的な個体群動体モデリ
ングを組み合わせることで，過去のマングース駆除事業の保全効果を評価した．このような保
全事業の有効性評価は，外来種の脅威下での潜在的な生物多様性保全において必須である．全
体的には，2001年から 2009年までのマングース駆除事業は，保全優先地域におけるマングー
スの分布確率を低下させた．一部の保全優先地域には分布確率が上昇している場所も見られ，
駆除事業の継続が必要であることが明らかになった．今後は，生物多様性の空間情報を積極的
に活用し，他の保全事業との相乗効果や経済的コンフリクトを考慮した上で，保全アクション
の効率的かつ効果的な適用方法を検討していく必要がある．
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To implement biodiversity conservation under limited resource, we should understand
the effectiveness of action plans. In this study, we analyzed spatial congruence between
distribution of invasive mongoose (Herpestes auropunctatus) as a major threat against
biodiversity and conservation priority areas for native terrestrial vertebrate species (254
species) in the northern part of Okinawa island, Japan. Using potential species dis-
tribution maps (29, 155, 47, 23 species for mammals, birds, reptiles and amphibians,
respectively) estimated at the 1 km grid-cell level, we created spatial conservation priority
rankings and detected top 17% priority areas for each taxonomic group within Okinawa
prefecture. In the spatial prioritization, we first assumed the perfectly protected state (i.e.
100% of land is protected), and then removed least important cell sequentially following
a removal rule where cells include geographically rare species (narrow distribution range)
receives higher conservation values. To evaluate the dynamics of mongoose population
in space and time, we used catching data obtained by gage traps in the eradication pro-
gram implemented by Okinawa prefecture and the Ministry of the Environment during
2000 to 2009. Using the catching data (number of mongoose per trapping days in each
trap), spatiotemporal pattern of mongoose occurrence was modelled using a hierarchical
Bayesian model that estimates survival and immigration rate of mongoose and their en-
vironmental dependencies and spatial autocorrelation. The eradication program in the
region successfully reduced the occurrence of mongoose within conservation priority ar-
eas, whereas the spatial congruence between the priority areas and mongoose occurrence
was different between the taxa. Some of the priority areas, which mostly located on the
northern part of the region, showed slight increase in the occurrence of mongoose threat,
indicating that continuous eradication effort is needed to prevent the mongoose threat.
Our findings demonstrate that we should use explicitly spatial biodiversity information
and develop strategic conservation plans that account for synergy and conflict between
conservation actions and benefits.

Key words: Hierarchical Bayesian model, mongoose (Herpestes auropunctatus), removal rules, spatial conser-
vation prioritization.


